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I.国保連合会の位置づけ

・ 国民健康保険の保険者 (市町村)が共同で事務を行うため、公法人であ
る国民健康保険団体連合会 (国保連合会)を設立しました。

・ 国保連合会は市町村等が会員であることから、国民健康保険関係業務
の他、介護保険・障害者自立支援、地方単独事業など、市町村が実施す
る地域に密着した様々な業務を行なつています。

(参考)①保険者数(国保)
市町村:1,756国保組合:165

② 被保険者数

国保3,592万人(市町村3,245万人、国保組合347万人)

後期高齢1,369万人

※平成21年 12月現在
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診療報酬審査支払業務以外の事業

(1)国保保険者事務共同事業
保険者の二一ズに応えた保険者事務共同事業の実施。

度重なる医療保険制度改革に伴い、煩雑化する保険者

事務を国保連合会において一元的に実施することにより、
保険者における事務の効率化、経費節減、業務の迅速か
つ適正な運営を行い、大きな効果を上げています。

①被保険者証の作成
②医療費通知の作成
③高額療養費・高額介護合算療養費のお知らせの作成
④第三者行為求償事務―・200億を超える医療費適正化
【H20年度実績 件数 :約 4万件 金額 :204億円(国保+後期高齢)】
⑤保険料賦課算定シミュレーション
⑥各種報告書・統計資料の作成
【多受診・重複受診者統計、疾病分類統計】 等



(2)柔道整復療養費の審査 (支払)業務

国保連合会(37都道府県)では、柔道整復療養費の審査
支払業務を行つています。

※ 柔道整復療養費は毎年増加し、3千億円を超えていますが、その審査支払

業務については法的位置づけ等問題が多いことから、国保中央会では、

先般、厚生労働省に対し法整備を含む下記のような要請を行つています。

①施術所からの請求方法の統一化

・申請書等様式の統一 日複数月請求の廃止 口請求締切日の明確化

②審査の統一化

・算定基準(審査基準)の明確化

・柔整審査会の権限の法的位置付けの明確化

・審査委員選出基準の明確化

③疑義請求対策

④柔道整復療養費に係るIT化の推進
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(3)介護給付費審査支払業務

介護保険者から委託される介護給付費の審査支払業務。

(4)介護サービスの苦情処理

介護サービスの質の向上に関する調査、指導及び助言。市町村での

取扱いが困難な案件等の相談窓口。

(5)介護保険者支援事業

①高額介護サービス費日高額医療合算療養費の「お知らせ」の作成

②介護給付費通知の作成

③第三者行為求償事務…・5億円の介護給付費の適正化

④保険者・都道府県が実施する「介護給付適正化運動」の支援情報の
作成
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(6)障害者自立支援給付費の支払業務

市町村及び都道府県から委託される障害介護給付費及び障害児
施設給付費の支払事務。

(7)特定健診口特定保健指導に関する業務

国保保険者及び後期高齢者医療広域連合が行う特定健診等に係
るデータ管理、費用決済及び法定報告作成の代行。

※高齢者の医療の確保に関する法律により、平成20年 4月 から医療保険者に40～ 74歳の加入
者に対する特定健診・保健指導の実施が義務付けられています。

なお、同法律では75歳以上の方の特定健診口保健指導は後期高齢者医療広域連合が任意で実
施することとなつておりますが、現在、全ての広域連合が実施しています。
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(8)後期高齢者医療制度関係業務

後期高齢者医療広域連合から委託される後期高齢者医療の診

療報酬等審査支払に係る業務。また、広域連合電算処理システム

の運用・保守管理業務。

※全ての国保連合会では広域連合から審査支払業務及びシステム運用口保守管理業務の委託
を受け、実施しています。

(9)出産育児一時金に関する業務

医療機関等から提出された費用請求について、国保保険者及び
被用者保険の保険者から委託される支払事務。

(10)保険料 (税)の特別徴収に係る情報の
経由に関する業務

介護保険料、国民健康保険料 (税 )及び後期高齢者医療保険料の
特別徴収について、国保中央会を経由して市町村と年全保険者と
の間の特別徴収に必要なデータの授受に係る事務。 7



Ⅱ.審査支払業務の状況

国保連合会は、診療情報の多いレセプトの請求件数が

急増する中で、早くからI丁化に取り組み、組織 (審査支

払業務)のスリム化を行うとともに、審査支払手数料を
毎年引き下げています。

可.限られた職員で効果的・効率的な審査を行なつています。
○レセプト審査件数の増加 (医科+歯科+調剤)
平成10年度 5億 5千万枚 ⇒ 平成20年度 8億9千万枚

○高齢者のレセプトは診療情報が多いため、審査が難しくなります。
レセプト1件当り費用額…口国保22,750円 、後期高齢者37,050円 (平成20年度)

○審査支払職員数

平成10年度 3,843人 ⇒ 平成20年度 3,603人

○審査件数100万件に対する審査支払職員数
平成10年度 8.33人 ⇒ 平成19年度 5.97人
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2口 審査支払手数料について

(1)審査支払手数料の計算方法

手数料単価=
コスト(審査委員会経費、職員人件費等 )

レセプト審査件数
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(2)審査支払手数料の推移

国民皆保険制度の基盤である国保制度は、高齢者

や低所得者が多いこと等から、毎年3千億円を超える

赤字となっています。

そのため、保険者からは審査支払手数料の引き下げ

を要請されています。

国保連合会では、こうした保険者の声に応えるため、

レセプトの審査件数が伸びている中で、IT化の推進や

職員数を減らすなどの経費節減を行ない、毎年手数料

を下げてきています(11ページ参照)。
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審査支払手数料の推移 (全国平均)
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※平成10年度から平成19年度までは「国保+老人保健制度」の手数料単価、

平成20年度は「国保+老人保健制度+後期高齢者医療制度」の手数料単価である。



(3)審査支払手数料単価の相違

審査支払手数料単価が国保連合会毎に違い(13ペ

ージ参照)がありますが、これは国保連合会が理事

会口総会等において保険者と協議し、決めているため

です。

なお、後期高齢者医療広域連合は国保連合会の会

員でないことから、市町村国保よりも審査支払手数料

が高く設定されています。

12



(参考)都道府県別の審査支払手数料単価 (平成20年度)

(注)1.全国計は、国保と後期の手数料の合算額を国保と後期の取扱件数の合算件数で除したものである。
2.公費負担医療分は除く。 13

国保 後期 国保+後期 国保 後期 国保+後期 国保 後期 国保+後期

北海道 44.00 98.40

109.00

65.94

76.66

石川県

福井県

62.50

62.81

105.00 82.63 岡山県 63.00 105.54 81.64

青森県 57.00 108.00 86.72 広島県 46.20 98.70 70.16

岩手県 60.00 105.00 81.89 山梨県 53.00 103.00 72.77 山口県 63.00 99.00 78.98

宮城県

秋田県

41.58 83.38 58,75 長野県 54.00 95.00 72.76 徳島県 76.00 111.60 93.45

53.00 96.10 71,76 岐阜県 50.00 98.86 69.58 香川県 63.00 99.61 80.48

山形県 50.00 99.16 88.26 静岡県 48.00 90.00 63.94

60.07

愛媛県 63.65 91.91 76.86

福島県 58.00

64.00

77.00 67.01

79.13

愛知県

三重県

36.86 87.86 高知県

福岡県

65.00 103.00 81.90

茨城県 100.07 46.92

60.00

85.08

96.00

60.61 50.00 90.00 67.82

栃木県

群馬県

59.00 101.00 75.47 滋賀県 63.69 佐賀県 70.35 107.02 89.22

62.00

37.80

97.00 76.84 京都府 60.00 98.00 74.06 長崎県 54.60 95.00

87.90

95.00

72.81

埼玉県 98.17 60.25

68.81

大阪府

兵庫県

51.00

42.52

96.00

91.45

65.80

60.11

89.13

熊本県 52.50 66.50

千葉県 52.00

38.38

99.00 大分県 52.50 70.66

東京都 85.20 59.26 奈良県 84.47

57.00

63.00

66.00

97.00

97.00

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

56.70 93.45 73.13

神奈川県 54.00 98.00 62.57 和歌山県 74.38 62.00 92.06 77.38

新潟県 40.00 93.41 64.36 鳥取県

島根県

98.00

78.62

82.43 58.00 84.00 69.47

富山県 57.00 99.20 77.49 73.60 全国計 55.18 96.12 68.05
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Ⅲ.国保連合会の審査支払業務の課題と対応

(1)業務の精緻化と効率化

後期高齢者などレセプトの請求件数は大幅に増加しています。

増加している高齢者レセプトの情報量は多い。

入院レセプトは検査田治療内容が豊富なので点検や審査に時間がかかります。

算定ルールの数が年々多くなり、レセプトの数も増加している中で、誤つた算定

ルールを見つけ出し処理することが困難です。

近年、障害者自立支援支払業務や後期高齢者医療制度業務等の実施により

業務量が増えている中で審査業務に携わる職員を増やすことができません。 
・

算定ルールのチェック等が可能な画面システムを開発

特に情報量の多い入院レセプトに対応するため、二画面システムを開発

この二画面システムを用いれば、複雑かつ診療内容の多い入院レセプトについ

て、審査項目毎に情報を整理、一覧することができます。
さらに、23年 5月から縦覧・突合審査や再審査もこの二画面システムを用いて
実施することにしています。                      14
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国保の二画面システムの開発

○ 必要性 :一画面で入院レセプトを表示すると、

○ 二画面システムの開発へ :

レセプト情報を集約、整理することにより、画面数を少なくしています。

複数回の画面めくりが必要となり
使い勝手の悪いシステムになる。
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国保の二画面システム

例えば、傷病名と症状詳記、傷病名と医薬品、症状詳記と医
薬品、傷病名と処置等の診療項目などとの相互関係が容易に

把握できるため、職員の審査事務共助や審査委員の審査が
効率的にできます。
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従来の紙レセプト処理から、国保の二画面システムにより
ペーパレス化で電子レセプトが処理できるようになります
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(2)国保連合会間における査定率の格差の要因

0国 保連合会間における審査委員数、職員数などの
審査体制の差

0各 審査委員の審査における判断の幅な_どの要因に
より国保連合会間での査定率に差が生じています。
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(2)審査の地域格差の解消
審査の実態を把握するため、同じ事例について
各国保連合会の判定事例を収集してきています。

0調 査対象事例数 :344事例
_・平成17年度 27事例
・平成18年度 72事例
・平成19年度 93事例
・平成20年度 83事例
口平成21年度 69事例
0調 査結果について各国保連合会に周知するとともに、
70%以上の国保連合会が同じ判定をしているもの
については全国保連合会がこれに従うよう促してきて
います。

0これまでの取組みをもとに統一的な審査基準にまとめ
ていきます。 19



審査の地域格差解消のための調査の仕組み

国保連合会から

事例収集

審査委員会会長役員会議

による調査内容の決定

国保連合会による

調査実施

ユ

国保中央会による集計

ユ

常務処理審査委員による

委員会で協議
報告書の作成

注 :審査基準は5年ごとに再評価する

審査委員会会長役員会議

で協議し統一的な審査基
準をまとめる

ハ

Ｙ

ハ

Ｙ
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Ⅳ.国保連合会における今後の取組み

(1)レセプトの縦覧点検・突合点検の実施

平成23年度からのレセプトの原則電子請求を踏まえ、
国保連合会の一次審査において、従来、保険者が実
施していた縦覧点検 (当月と前月以前)・突合点検 (医
科口調剤)を実施します。

これにより、保険者負担は軽減されます。

なお、国保連合会は、2画面システムを導入している
為、縦覧口突合審査が行いやすくなつています。
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縦覧審査(3ヶ月に1回の縦覧審査例 )
―  -1

診 療 項 目  当湖 |!ヶ
月前 2ケ月前 3朔 前

|

縦覧審査の方法 :3ヶ月に1回しか請求
できないルールを例にとると、3ヶ月間で
2回請求されていれば、請求されている
レセプトを二画面システムの画面にそれ
ぞれのレセプトを表示して審査する。 22

二画面システム
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突 適応のない医薬品が処方されていないかどうかをみるため突合審査を行う

調剤レセプトの医療機関番号、被保険者証番号、生年月日、性別等を用いて

医科レセプトと調剤レセプトを突合する。

医科電子レセプト 調剤電子レセプト

△
口．

A ‐・ i',| ■| ――― ―  ―

医薬品傷病名マスタA ・・ :・・ 1          ・
…  :■■■■■■日■11  11:・・ __ レセ電傷病名マスタ
A l‐・ Ⅲ・

|=

A ‐・ I"l         …
= =:1 1: …“_」[_LllilⅢ

・
1:■||… 1■ ∫

‐
1…

」饉
＾^
　̈”』

:=・  ::: ・ :    ・    ●ヽ
ヽ

一

　

　

　

　

・

・

，

，

・

¨̈
　

¨
‥‥〓
．．
・・・．‐
メ
‐

〓

【̈
「̈̈
「一̈一・”

l
A ‐11・・ l ¨

¨
【
¨
¨
”
・
¨

・

¨
¨

¨
　

　

　

¨

．．̈
¨̈
¨̈
”̈

”
¨
い
¨
”

¨

A I■ 1‐
,■ [_ _ __

A ‐・ l"           … 1

A ‐・ l"!      …
==:: 

■

A ・・ l・・       ・・ 1・ 1::・ :

A「 =FI・・l      …
==出
 ■

`it l.It il・ ||・ ,'..1.11

A ‐・ l・,l      ・.1・
=:'■
  '

A l・ l"|           … 1 111 ・■   ・

I)1薩

…

II.

・・
¨          ‐

 | |
・      |・

111,:
`′
|          |

籠■
―  に,

・・・ … '・・
‐  |・・AI ・‐l・・・l li「編

l②
¨
一
¨
”
¨
¨
¨

突合の方法は、突合された医科レセプトと調剤レセプトについて、医科レセプトの傷
病名と、調剤レセプHこ処方されている医薬品の適応傷病名をコンピュータ上で照
合し、お互いの傷病名が合つているかどうか確認を行う。          23



(2)被保険者資格点検の充実
O現状

国保連合会での審査後に、資格確認リスト(エラーリスト)を保険者へ送

付します。

保険者にて資格確認を行い、誤りが確認できた場合は国保連合会を通

じ医療機関等にレセプトの返戻を行つています。(この間、2～ 3ヶ月の期

間を要します。)

O今後

国保連合会における一次審査の中で、被保険者資格のチェックができ、

医療機関等へ当月(審査前)に返戻できるようにします。

このことにより、被保険者資格誤りによる保険者からの返戻及びこれを

受けた医療機関等が行う再請求の流れが大幅に短縮できます。

☆効果・・・医療機関等の未収金対策、保険者の事務の軽減

高額療養費等の確定の早期化
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(3)医療情報・介護情報の突合審査

国保連合会では、診療報酬明細書と介護報

酬明細書を保有していることから、一次審査に
おいて突合審査を実施する予定です。

医療保険と介護保険で重複して算定できな
い給付について査定が可能です。

(例 1)要介護認定者に対し、在宅患者連携指導料は算定できない。

(例2)介護老人保健施設入所中の患者に対し、在宅時医学総合管理料は
算定できない。

25



(4)レセプトの保管・点検業務
国保保険者では、毎年50万件 (1保険者当り平均件数、積
み上げた高さ約50m)のレセプト請求があるため、その保管と
レセプト点検に膨大な費用がかかつています。

そのため国保連合会では、電子レセプトだけでなく紙レセプト

も画像化し国保連合会のサTバに格納することにより、保険者
は必要な時に端末からオンラインによリレセプト点検が行なえる

♂・
ロロロロロロ

・・
00● ■ 口● o● 口● oo● 口●0● 日●●■●● 0● 00● ●●口●●●●口●●●●●●●●●口● 口●口● 口●●●●●●●●●● ●●● ●● 0● ●●● ●●●ロ ロ● 0● 口●●● ■●●● ■● 3● 日●●● ●●●● 口●●● ● 00● ●●●● ●●●● 口● 0● 口●

`

・ ペーパーレス化によリレセプトの保管に要する費用が不要
⇒保険者におけるレセプト保管費用の大幅削減

・ レセプト点検が容易⇒ 保険者のレセプト点検業務を軽減

●●000● 口●■日●●口●●●■●●0● ●o● oo● 口●o● 0● ●●●●●●●●■●■●口●口●●ロロ●0● 日●●●口●●■●o● ■0● ●口●0● ●●・
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(5)医療・特定健診・介

医療情報、特定健診情報及び介護情報のデータベース

を構築し、市町村等に情報提供を行います。

・各種医療費統計資料の作成等保険者支援の充実
(多受診者統計、重複受診者統計、疾病分類統計等)
・保険者が医療費適正化対策や保健事業を計画口実施する
上で必要な情報を提供

当該地域の医療・福祉・介護に関する状況が把握でき、
地域に適した包括ケアの展開が可能となります。

護等データベースの構築
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審査支払業務と保険者事務共同処理を
国保連合会が行うメリット

審査支払決定の要素は次の3つです。
①「請求額・請求内容」の確定
②「請求先(保険者)」の確定
③「支払先(医療機関)」の確定

①請求額・請求内容は審査により決定します。②請求先(保険者)は保険者か
ら国保連合会に提供される被保険者資格情報で確認します。③支払先はレセ
プトで確認します。

国保連合会は上記3つの要素を一括して行うことができ、資格誤りによる請
求決定の遅れは解消されます。その結果、

口医療機関の未収金の軽減につながります。
0高額療養費確定の早期化にもつながります。
・保険者事務も軽減されます。
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冒査支払機関の設立に関する経緯につぃて
第 2回 資料 3

政管健保 健保組合
国民健康保険昭
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2回 参考資料 1

厚生労働省省内事業仕分け

平成 22年 4月 12日 に第 1回厚生労働省省内事業仕分けが開催

され、社会保険診療報酬支払基金 (以下「支払基金」)について事業

仕分けが行われました。

<事業仕分けの概要>

O 支払基金から「法人概要」及び「改革案」にういての説明が行われ、省
 ́  内事業仕分け事務局から「事務・事業や法人についての論点等」について

説明があり、議論が行われました。

O 事業仕分け人の主な意見
・支払基金は診療側よりになつているのではないか。

・国保連との統合の論点があるのではないか。

・ レセプ ト電子化の効果をより明確にすべきではないか。    l
・支払基金の業務の一部は外部にゆだねることが可能ではないか。. 
・システムコス トも含めてコス トの説明が必要ではないか。

・競争原理を一定のルールで導入 したらどうか。

O政務三役からのコメン ト
・手数料が妥当なのか今後議論していく。コス トに見合った手数料になつ

―  ているのか。今のままだとコス トが上がれば手数料も上がる仕組みにな
■  つているので、コス トの削減努力をしないと手数料が上がる。何らかの
歯止めの仕組みを考えたい。

・ラスパイレス指数について、公務員より給料が高い:手数料にもはねて
いる。tれを見直す。
・地域間格差があり過ぎる。どういう理由で離れているのかをきちっと調
・
査をする。これを是正じ、適正に、納得のいく審査にするためにはどう

いう手法が必要なのかサンプル調査も含めて現状を把握していく。

※事業仕分けの模様は YouTubeに アップされています。

http://剛 .youtube.com/watch?v=BxCqeztsa94



本資料はt4月 12日に厚生労働省で実施された省
内事業仕分けにおいて支払基金から提出された資料

特男1民間法人「社会保険診療報酬支払基金」の改革案について
≪改革案説明資料》

※ 政務3役において、本案を基に更なる改革案を検討中



o「今後の審査委員会のあり方に関する検討会」の報告書を踏まえ、審査の充実や支部間差異の
解消に取り組む方針。
O平 成22年度前半を目途に、平成23～ 27年度を対象期間とする「サービスの向上と業務効率化の
ための新たな計画Jを策定する方針

`

23年度に 4′962人 (4125人 )
27年度までに少なくとも

4,562人 (▲400人 )



○ 支払基金においては、自らの取組として、平成21年 5月 より、審査委員代表、保険者代表
診療担当者代表等の参画を得て「今後の審査委員会のあり方|二関する検討会」を開催し、

平成22年 3月 、報告書を公表。

○ 平成22年度前半を目途に、平成23～27年度を対象期間とする「サービスの向上と

業務効率化のための新たな計画」を策定する方針。

Oその中では、                       .
① 電子レセプトによる審査の質の向上の方向性

② 審査を含む業務処理全般に関する現行の体制の見直し後の姿

③ 業務に係るコストの削減目標並びにそれに向けた財政見通し及び手数料単価の見込み

④ 審査実績の向上及び支部間差異の解消に向けて達成すべき目標を設定して

その進行状況を検証する仕組み

等を盛り込む方針。

… 3



平成22年度予算  '

286百万円

《具体的な見直しの内容≫

平成23年度～

厚労省の方針に従う

≪見直しによる削減額》

厚労省の方針に従う

厚労省の方針に従う

Ol社会医療診療行為別調査受託費
(26百万円)

○ 診療報酬データ提供・レセ電調剤分析データ
提供受託費     (27百 万円)

4  .

厚労省の方針に従う



2.組織のスリム化

5,087A

≪具体的な見直しの内容≫

平成23年度～

23年度に 4,962人 (▲ 125人 )
27年度までに少なくとも

4,562人(▲4oO人)

少なくとも▲525人

○ 電子レセプトヘの対応に主眼を置いた組織の在り方の見直し |

改革前

○ 紙レセプトについては、日視点検を実施。
電子レセプトについては、点検条件を設定
してシステムチェックを実施。

O民 間委託が可能である請求支払業務を
すべて民間に委託。

O支部ごとに庶務日会計・資金管理の業務を
処理。

改革後

○ すべての電子 レセプトに対して
システムチェックを実施。人による審査を
「人でなければできない審査」に限定。

O弓 |き続き、アウトソTシングを実施。

o平成23年度より、資金管理業務を本部
で一括して処理。
O庶務・会計の業務を各ブロックで中核と
なる支部に集約する方向で検討:

5



■■|レセプト取扱件数

― 職員定員数(一般会計)

′
                         860.7

6p"Q盟ギ囃軍軍軍蝉革ピ"2“型鶴当日高

4,10ご 」
′

■01

50i4517.4

ピーク時の平成13年度と比較す
ると110年間で1,387人
(22%)の削減を実現。

12   13   14   15   10   17   18   19   20  21   22年 度  、23   25   30   35   40   45   50   55  60   2

.6



1尊二
=難平成14年度 ロレセプトOCR処理業務

平成 15年度
・ レセプトOCR処理業務

・ 請求・支払デ∵夕入力業務の一部

平成16年度

・ レセプトOCR処理業務

・ 請求・支払データ入力業務の全部

・ レセプトの保険者別分類業務の一部 (大規模支部)

平成17年度

・ レセプトOCR処理業務

・ 請求・支払データ入力業務の全部

・ レセプトの保険者別分類業務の一部 (全支部)

平成18年度～

・ レセプトOCR処理業務

・ 請求・支払データ入力業務の全部

ロレセプトの保険者別分類業務の全部 (全支部 )

7



○ |1具体的には、‐

① 現行で支部ごとに処理されている資金管理業務(保険者に対する診療報酬の請求及び
■医療機関に対する診療報酬の支払の業務)について、平成23年度より、本音Fで一括して
処理し、効率化を図る

②
=現行で支部ごとに処理されている庶務・会計の管理業務のうち、集約可能なものに

ついて
=本
部又は各ブロックで中核となる支部に集約する方向で検討する

な|ど t業務処理体制を見直すことにより、職員定員の削減を計画的に進める方針。

8

011「レセプ臓オンラインイヒ1主対応したサ■ビスと業務効率化のための計画」(平成19年 12月 )
.に

おいては、平成20～23年には、レセプトのオンライン化に伴う900人の要員効果を
見込んだ上で、4oo人の要員を審査の充実に振り向け、500人の定員削減を盛り込んだ

01'平成22年度前半を目途に、平成23γ27年度を対象期間とする「サービスの向上と
業務効率化のための新たな計画」を策定するに当たつては、平成24年度以降に少なくとも
400人の定員削減を盛り込む方針。



47支部体制のあり方については、「今後の審査委員会のあり方に関する
検討会」の議論を踏まえた検討が必要であるが、全国組織である支払基金
の機能を活かした事業運営を目指す。

① 今後、職員定員削減を進める場合、中小支部が大支部と同様の組織体制で
は非効率なことから、平成22年度から壁階的に小支部の組織体市Jをスリム化。
(16支部を4課体制から3課体制へ再編 )

② 平成23年度からは、集約可能な業務を本部一括又はブロック中核支部
での処理体制とすることを検討。



3.余剰資産の売却

≪具体的な内容》 ≪具体的な効果≫

○ 遊休不動産の処分
・ 現有の13支部16物件の売却をi

本部に移管6

○ 宿舎の見直し
・ 平成23～ 27年度の5年間で空戸
発生宿舎の処分及び自前宿舎から
借上宿舎べの移行を計画的に推進。

遊休不動産の処分及び宿舎の見直し 新計画に盛り込む

O 売却の迅速化・効率化

○ 資産のスリム化

10



(単位 :億円)

注1上記は、全会計の資産(現預金・資産)の合計である。(円滑導入勘定の現金310億円は、
.翌年度事業の基金(ファンド)であるため除外した。)

注2現預金519億円のうち(積立金が456億円、未払金等が63億円。積立金のうちでは、
退職給付引当預金が過半 (255億円)。           「

訳
(単位 :億円)

<平成20年度決早>11



O 現有の遊休不動産は、13支部の16物件。
O 今後、売却の迅速・効率化を図るため、売却を支部から本部へ移管
する方針:

○ 宿舎の確保は、職員を全国的に異動させる人事政策上、必要不可欠。
O かつて、レセプト取扱件数の増加に伴う職員定員の増加に対応する
ため、当時の民間賃貸事情にかんがみ、自前宿舎を計画的に整備。

0近 年、職員定員が削減される中で、宿舎によっては、空戸が発生。
0今 後t宿舎の利用率の推移、コストの多寡等を踏まえ、処分の対象とすべき
空戸発生宿舎及び借上宿舎に移行すべき自前宿舎を選定し、平成23～ 27

年度の5年間で空戸発生宿舎の処分及び自前宿舎から借上宿舎への移行を

計画的に推進する方針。



1審査の充実
2業務効率化・コスト削減 等

○ 審査の充実
ロ システムキェックの拡充(突合口縦覧審査等)
・ 支部間差異の解消(統計的デ=夕を活用した
実績の評坪等)  |

ヘ

プ

○ 保険者の再審査請求に係る事務処理負担
の軽減
*突合・縦覧審査そ少なくとも64億円
(20年度審査実績)の査定効果
○ 審査の信頼性の向上

0システム10見直し
・ 平成24年度を目途に機器更新

」ヽ

¬ノ

○ より高度なlTの導入による審査の更なる
充実口効率化
0シ ステム経費の適正化

≪具体申な見直しの内容≫

0●役員の公募
・平成22年 8口 9月 の役員改選時に役員を公募。ヽ

≪見直しによる具体的な改革効果≫

○ 保険者の財政負担の軽減

○ 人事の公正性・透明性の確保

13
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件数

5億8,288万件
(1か月当たり 4,857万件)

査定件数 (B) 494.2万件
(1か月当たり 41.2万件)

査定件数率 ((B)/(A)X100)0.848%

注1)返戻分を除く。
注2)国民健康保険団体連合会については、平成20年4月～平成21年 3月審査分。

'(出典)「審査支払機関の在り方に関する検討会」第1回資料3.
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○ 請求者と同業のプロフェッショナルである医師・歯科医師
にようて構成される審査委員会の審査は、それ自体で保険診療
ルールに適合しない請求の発生を抑止する効果。

0 加えて、審査委員会は、適正なレセプトが提出されるように
努力。|こ のような「査定」にとどまらない数量化不可能な
審査委員会の役割を考慮すると、業務に要する費用と査定の
多寡だ単純に論ずることは適切ではない。

|

O ピ7レ ビューである審査委員会の審査は、専門的知識に
基づく判断であり、仮に査定率に応じて手数料を設定したとし
ても、1各支部における査定率の向上に対するインセンティブと
なり得ない。
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○ 平成20年 10月 に支払基金での受け付けた電子レセプトの割合が全体の5割を突破51.2%)
○ 平成21年 12月には、

｀
電子レセプト請求の割合が全体の7割を突破 (71.20/0)

【同月ヽ 医科(診療所口病院)の電子レセプトの冒1合も7割を突破(70.3%),     善及率
50.0 100

平成2o年
4月請求分

|

平成20年 |

10月請求分

平成22年
2月請求分

オンライン8.5%

ンライン 12.8%

16



|

○レセプトの電子化によって、全ての電子レセプトについて、
少なくLもシステムチェックが可能。これまで目視であつた
ためにできなかった、本来の姿である「全レセプトの審

が可能。

o全ての電子レセプトについてシステムチェックを行うこと
る審査は「人でな壁ればできない審査」



“

)コンピュ∵タチェッタの拡充       ■
・傷病名と医薬品の遺応等のチ三ッタ  ■   1
・傷病名と医薬品の禁忌等のチエック1-
・傷病名と診療行為(処置・手術・検査)の適応等のチェウク

・堰駆算亀離築照鷺鷹審こック
ー
|

平成22年2月実施済・

平成22年 10月

平成22年 10月

平成22年 10月

平成24年 4月

(21未コT 換変のヘ
ド
一コ
　
．

名病傷の名病
一
傷一靴

ｉ
平成22年2月実施済

発
ｉ
開

一

の

一

平成23年 4月

(41 原審専
の履歴情報のレセプトヘの付加 平成22年 7月
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(1)レセプト電子デニタ提供

1 ・紙レセプトの画像及びテキストデータのみを希望する保険者への対応
口組合本部及び支部のデータを組合本部ヘー括して提供    .

平成22年4月実施済

平成22年4月実施済

レセプトのオンラインによる請求
・パソコンの基本ソフト等 (Windows7、 MacOS、 IE 8)の追加対応
・医療機関・薬局への振込額明細デニタの配信 |

・公費負担医療実施機関べのオンライン請求の開始

1保険者への請求関係帳票データの配信

平成22年 3月実施済
平成22年 6月

平成22年 7月

平成22年 8月



|

(1)審査委員会へ繰り返し上程できる機能 平成22年 7月

(2) 重点審査を実施するレセプトを設定する機能の充実 平成22年 10月

(3)審査委員会相互の連携システム(他支部の審査委員への照会機能) 平成23年 4月

14)電子%セ
プトIF即した審査画面の再構築 平成23年 4月

何)平成22年度診療報酬改定への対応
・電子点数表の構築
・基本マスタのメンテナンス

・記録条件仕様、標準仕様及び受入システムのメンテナンス

平成22年3月実施済
平成22年3月実施済

平成22年 5月

(2)診療11及び傷病名等によリ
レセプトを診療科別に分類する機能 平成22年 5月



○

　

○

区分 件数 医薬品数

3月 に受付けた電子レセプト(医科十DPC出来高分) ① 29,023,331イ牛
②

延33,361,358品 目

チェック対象医薬品の請求を含むレセプト ③
2,6651994イ牛 延3,878,874品 目

3月 にチェックした医薬品のシェア
(③/① )

9.2% 11.6%

チェックによって疑義付せんが付いた医薬品 ⑤
延257,855品 目

(⑤/④ )
6. 6%

審査の結果査定になった医薬品 延 15,308品 目
(⑤/④ )
0.4%

(⑥/⑤ )
5.9%

審査の結果返戻になつたレセプト
②

3,048i牛
(0/③ )

0。 1%
(0/⑤ )
1.2%

※パーセンテージの端数は、全て小数点未満第2位を四捨五入した。
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①

差異についてはで だ |

優先順位を定めて解消を図ること。

③ 支部間差異の問題は保険者から提起されることが
|

多いことから、保険者からの指摘された事項について

検討しt対応する体制を整備すること。
④ 支部間差異の解消には、スピユド感を持つて取り組む
こと。

22



′

②

① 全国の審査委員会が情報を共有して協議を行う体制を

確立し、支部間で相談・協議を行う体制を、全国で、又は

全国をいくつかに分けたブロックごとに実施していく必要。

新たな支部間差異を発生させないため、

保険診療ルールについての解釈の疑義が生じた場合、

早期に疑義解釈に回答を出す体制を確立すべき。
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③ 厚生労働省の回答が出るまでの間、本部において

暫定的な見解を示すべきであり、そのために必要な
「
体制を構築すべき。

学会のガイドラインと保険診療ルールの整合性に
|

④

ついても厚生労働省とも協議しつつ、本部|三ぉぃて 1

を作るべき。

⑤ 本部において専門家のワーキンググループを設置し、

:頻度を多く開催し、審査基準を示すことにより全国で

整合性のある答えを導き出すことが必要。



⑥ 支部門差異の実態調査を進めるべき。

⑦ 支部職員の審査事務能力の平準化を図るため、

研修の強化、職員が他支部において審査事務を行う

支部実践研修の実施、審査事務の低調な支部に対して

本部からの支援ロキ旨導を行う等の対策を強化。

③ 電子レセプトについては、審査に関する統計データ

が多く得られることから、このデータを活用して

審査委員及び職員の審査、審査事務について検証

すべき。
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○ 支払基金としては、審査の更なる充実・効率化を図るため、

平成24年度を目途にシステムの機器更新を実施し、よリー層

高度なITを導入したシステムの整備を進める方針。

○ その際にも、システム経費の適正化を図るため、新規の

システムの開発等については、一般競争入札で業者を選定

するとともに、随意契約によらぎるを得ない既存のシステムの

改修等については、外部機関によるシステム監査を実施する

方針。
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平成21年度

868億円
421億円
(▲24%)

平成22年度

847億円

▲19億円

(▲4.3%)

+13億円

(+4.696)

(▲13.3%)
・ 施設及び設備準備積立金への

積事を凍ャ▲16億円  27

審査委員会費
114億円



システム関連経費

129億円

平成21年度
284億円「

+13億円

(+41696)

+25億円

(+13.496)

▲6億円(▲ 22.2%)

⌒4億円(▲ 9.8%)

▲2億円(▲ 6.9%)

平成22年度
297億円

システム関連経費
156億円

「
,生
鴛「警費
{ 費経常

円

経

億

他

５６

のそ
ヽ
Ｌ
ｒ
ナ
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平成21年度
187億円

●システム関連経費 :128,7億円

+25億円 :

(+13.496)

+28.7億円
(+74.5%)

+6.3億円
(+9.8%)

▲73億円
(▲ 28.3%)

▲22億円
(▲ 3ざ8%)

平成22年度
212億円

●システム関連経費 :156.4億円
(+27.7億円 +21.5%)

{・

紙レセ撃少によるアウトソこンL語£芦

＞

円

鰤́
６．８億円▲‐・３億

３３
費

経
酬
・運用経センタ．

器

守

算

機

保

計

ｒ

４

Ｌ

円

イ
Ｊ
「
ｔ

９２

―

　

　

¨

円

ｒ

ｌ

ｌ

く

ト

ド

ｔ



単位:円

119.0

117.0

115.01

113.0

111.0

109.0

107.0

105。 0

103.0
平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成10年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
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審査・支払分
(紙請求分)

14.2 114.2 114.2 114.2 114.2 114.2 114.2

113.2

113.2 112.2

電子媒体請求促進分

104.0

ピーク時の平成13年度と

比較すると、10年間で14.

(120/o)の引下げを実現。



○ 電子レセプトに関する平均の事務費単価について、「原則完全オンライン化の段階

における手数料適正化の見通し」(平成20年 3月 )で見込んだ平成23年度の水準を

O「サービスの向上と業務効率化のための新たな計画」においては、業務に係る
.

コストの削減目標に向けた財政見通し及び手数料単価の見込みを盛り込む方針。

O平 成23年度以降の手数料については、その体系も含め、「サービスの向上と
業務効率化のための新たな計画」の内容等を踏まえて検討する方針。  '_

医科・歯科分 調剤分

オンライン請求促進分
(104円
00銭 47円 00銭

電子媒体請求促進分 108円 20銭 51円 20銭

審査支払分 (紙請求 ) 114円 20銭 57円 20銭
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平成20年度二般会計決算

0施設費、積立金、
役員会費

0審査委員会費 ■

0 業務経費

0退職綸付引当預金
への繰入

0_給与諸費

0システム関連経費 :153億円
,維持管理費
・開発等経費
・姜託経費       

｀

Oその他経常経費 : 55億円
。通E■
・事務所維持管理費 ^

・水道光熱費 等
0消 費 税 :   30億円
0福副厚生費 :    7億円

(支払基金試算)
ラスパイレス指数:106.9
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122.33円

審査関係事務
69.88円

請求・支払関係事務
52.45円

47.26円

審査委員会費
18.03円

審査委員会費
18.03円

業務経費等
14.5■円

業務経費等
17.36円

業務経費等
18.47円
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